「成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT）」
enPiT-Pro 申請書　（様式2-1）
１　基本情報
	申請代表校


	大学名
	

	
	本部所在地
	〒　　　－

	
	設置者名
	

	
	ふりがな
	

	
	学長名
	

	
	ふりがな
	

	
	事業責任者名
	

	
	事業責任者の所属・役職
	


	共同申請校

（連携校）

※行が足りない場合は適宜追加
	
	①大学名
	②学長名
	③所在地

	
	
	④事業責任者名
	⑤事業責任者の所属・役職
	

	
	１
	①
	②
	③

	
	
	④
	⑤
	

	
	２
	①
	②
	③

	
	
	④
	⑤
	

	
	３
	①
	②
	③

	
	
	④
	⑤
	

	
	４
	①
	②
	③

	
	
	④
	⑤
	

	
	５
	①
	②
	③

	
	
	④
	⑤
	

	
	６
	①
	②
	③

	
	
	④
	⑤
	


	連携企業等名（申請時点）
	


【事業責任者】（申請代表校）
	ふりがな
	

	氏名
	

	所属部署・役職
	

	勤務地住所
	

	電話番号／FAX番号
	

	メールアドレス
	

	所属部署の共有ｱﾄﾞﾚｽ
	


【事務担当者】（申請代表校）
	ふりがな
	

	氏名
	

	所属部署名及び職名
	

	勤務地住所
	

	電話番号／FAX番号
	

	メールアドレス
	

	所属部署の共有ｱﾄﾞﾚｽ
	



	取組の概要

	○取組（事業）の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○教育プログラムの名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○取組（事業）の全体像（全体概要）　（４００字程度）



※取組全体の内容が分かるようにまとめたポンチ絵（１ページ以内）を別途添付してください。（文字数や行数を考慮する必要はありません。）　　【ポンチ絵１】
２　申請の背景、取組（事業）を通じて何を目指しているのか。【１ページ以内】
　申請に至った背景、問題意識、課題や、取組（事業）を通じて何を目指しており、何を実現・解決したいのかを記載してください。
３　取組の内容【１６ページ以内】
　取組（事業）について、可能な限り具体的な構想・計画を記載してください。
・公募要領に示された以下の①～④の内容を含むように留意してください。（①～④の項目ごとに順番に記載することにこだわる必要はありません。自由に項目立てをして自由に構想・計画を記載して構いません。）
・適宜図表等を用いるなど、わかりやすい記載を心がけてください。
・記載にあたっては、審査要項の「Ⅱ　審査方針」も参考にしてください。
①【大学間・産業界との連携体制の構築】
　本プログラムは、産学の教育ネットワークを形成して、情報科学技術分野における実践教育を推進・普及していくことを目的としているので、形成するネットワークが効果的に機能するよう、代表校を中心として連携校や産業界等との連携体制や事業の運営体制・マネジメント体制が明らかにされていること。特に、実践教育における題材の提供、教員・指導者の派遣、施設設備の貸与等、実践教育の実施に必要な各種の協力について、連携する大学及び企業等の間で役割分担や協力内容が明らかにされていること（具体的な大学名や企業等名も明らかにされていること）。

※　連携体制については、ポンチ絵（１枚以内）にして別途添付してください。

（文字数や行数を考慮する必要はありません。）　　　【ポンチ絵２】
②【体系的かつ高度で短期の実践教育プログラムの開発】
業務に展開できる実践的な演習と、多方面に応用可能な基盤的知識・最先端理論等に関する学修を組み合わせた体系的で高度な教育プログラムが具体的に構想・計画されていること。また、３か月～６か月（最長でも１年以内）の短期の教育プログラムとなっていること。さらに、教育内容が大学院修士レベル以上の高度なレベルとなっていること。
　　　特に、以下の事項について、具体的に構想・計画され関連性が明確であること。
　　　（A）教育プログラムの名称、目的
　　　（B）教育プログラムの受講を通じ育成する人材像
　　　（C）履修（受講）資格
（D）身に付けることができる知識・技術・技能・能力等
　　　（E）教育内容（授業科目等）・教育方法
　　　（F）指導体制（担当教員）
　　　（G）学習時間
　　　（H）修了要件
（I）プログラムの年間スケジュール
③【社会人の学びやすい工夫】
夜間・土日開講や集中開講、eラーニングなどのIT利活用等により、社会人の学びやすい工夫が構想・計画されていること。また、希望者には当該大学との共同研究、博士課程進学への道を提供する（例えば、教育プログラムの受講を通じた学修に対して単位を認定する）など、教育プログラムの修了者の更なる学習・研究ニーズに応えるための具体的な工夫が構想・計画されていること。
④【社会のニーズに応える工夫】
　　企業派遣による受講者および、個人の内在的動機からの受講者の２パターンの受講者像を前提とした構想・計画となっていること。
また、例えば、以下の３点に配慮するなど、社会のニーズを分析したうえで、それを踏まえた教育が提供できる工夫が構想・計画されていること。
　　・学生時代に体系的に情報科学の基盤的な知識・技術を学んでいない文系出身の技術者等に配慮し、多方面に応用が可能な基盤的な知識や技術も学べる科目の提供
　・最先端の知識や技術など、情報系大学院出身の技術者等に対するニーズに応える科目の提供
　　・デザイン思考やマネジメント、新規事業開発や事業創造等、技術教育の枠にとどまらない科目の提供
４　ファカルティ・ディベロップメント（１ページ以内）
　実務家教員を含む関係教員が共通理解を持って教育プログラムの開発・実施を推進できるよう。産業界等のニーズや開発する教育プログラムの内容をどのように共有するのか、また、どのようなファカルティ・ディベロップメントを実施するのか具体的に記載すること。記載にあたっては、公募要領に示された以下の点に留意して可能な限り具体的な構想・計画を記載してください。
⑤【実践教育を行う人材育成機能の強化】
　実践教育を広く全国に普及させるため、ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）を推進し、組織的にＰＢＬ等の実践教育を実施できる教員の養成を図る構想・計画となっていること。

５　普及策、情報科学技術分野の学び直し機能への貢献（１ページ以内）
公募要領に示された以下の点に留意して可能な限り具体的な構想・計画を記載してください。
⑥【普及策、情報科学技術分野の学び直し機能強化への貢献】
例えば、開発した教育プログラムやそのノウハウを他大学へどのように普及を図るのかや、大学を活用した学び直しへの理解の普及をどのように図るのかなどの普及策や、我が国における同分野全体の社会人学び直し機能の強化への貢献について、具体的な内容が構想・計画されていること。
６　アウトプットとアウトカムの設定（１ページ以内）
公募要領に示された以下の点に留意して可能な限り具体的な構想・計画を記載してください。
⑦【意欲的かつ実現可能性の高い目標設定】
　産業界等からのニーズを把握分析して、社会人の受講者数の見込み数を算出するなど、定量的な複数の明確な指標をもちいて、事業実施期間中の年度ごとに意欲的でかつ実現可能性が高い達成目標（アウトプットとアウトカム）を設定すること。（必要に応じて、定性的な指標の使用も可とする。）
７　評価体制（１ページ以内）
アウトプット・アウトカムの適切性の判断や達成状況、活動状況を客観的に検証・評価し改善につなげるための仕組みや体制について記載してください。その際、公募要領に示された以下の点に留意して可能な限り具体的な構想・計画を記載してください。
⑧【自己評価（内部評価）・外部評価体制の構築】
　自己評価の体制を構想・計画していること。また、自己評価のみならず、連携大学以外の大学や産業界等の有識者などの第三者による外部評価を行う体制を構想・計画していること。さらに、自己評価と外部評価の結果を反映して改善を行う具体的な仕組みを構想・計画していること。
８　代表校の学内の実施体制（１ページ以内）
今回の事業を実施するための申請代表校における学内の実施体制を事務体制も含めて記入してください。その際、実施体制図についても記入してください。
９　補助事業の実施計画（５ページ以内）
補助事業期間中の年度ごとの事業実施計画について、具体的に記入してください。その際、事業実施に必要な経費との関連がわかるよう記述を工夫してください。
	平成29年度

	

	平成30年度


	

	平成31年度


	

	平成32年度


	

	平成33年度


	


１０　補助事業終了後の継続性（２ページ以内）

補助事業期間終了後の事業の継続計画について記載してください。その際、公募要領に示された以下の点に留意して可能な限り具体的な構想・計画を記載してください。
⑨【補助期間終了後の継続的な事業実施】
　形成したネットワークや開発した教育プログラムについて、支援期間終了後も発展的かつ継続的な活動を行う構想・計画となっていること。そのために、例えば、以下の点について具体的な内容が構想・計画されていること。
・補助期間中及び補助期間終了後の受講料の在り方について
・企業の研修プログラムとの連携について
・開発する教育プログラムについて、事業期間中に文部科学省の職業実践力育成プログラム（BP）としての認定を目指すことについて
・厚生労働省の専門実践教育訓練給付金やキャリア形成促進助成金などの活用について
１１　取組に関するデータ、資料等（１０ページ以内）
１２　取組に係る経費（直接経費）【ページ制限無し】
  「大学改革推進等補助金（大学改革推進事業）取扱要領」を参考に記入してください。
　　補助金申請額（直接経費）（②）は７１，７６６千円を上限として記入してください。
　　なお、直接経費に加え、直接経費（【物品費】【人件費・謝金】【旅費】【その他】）の１５％にあたる間接経費を交付予定です。
（１）イ．平成２９年度の申請経費（直接経費）
	事業規模
（補助対象経費の総額）
	内訳

	
	補助金申請額
	自己負担額

	①　　　　　　　　　　　（千円）
	②　　　　　　　　　　　　（千円）
	③＝①－②　　　　　　　（千円）


【全体】（代表校と連携校の合計）
	経費区分
	補助金
申請額
（千円）
	積算
	補助金
申請額
（千円）

	
	
	費目
	品名
	

	物品費
	○○○○
	設備備品費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	消耗品費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	人件費・謝金
	○○○○
	人件費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	謝金
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	旅費
	○○○○
	国内旅費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	外国旅費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	その他
	○○○○
	外注費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	印刷製本費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	会議費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	通信運搬費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	光熱水料
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	その他（諸経費）
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	合計
	○○○○
	　
	　
	　


　　　　　　　↑　

②と同額
【うちＡ大学】
	経費区分
	補助金
申請額
（千円）
	積算
	補助金
申請額
（千円）

	
	
	費目
	品名
	単価（千円）
	数量
	

	物品費
	○○○○
	設備備品費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	消耗品費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	人件費・謝金
	○○○○
	人件費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	謝金
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	旅費
	○○○○
	国内旅費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	外国旅費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	その他
	○○○○
	外注費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	印刷製本費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	会議費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	通信運搬費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	光熱水料
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	その他（諸経費）
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	合計
	○○○○
	　
	　
	　
	　
	


【うちＢ大学】
【うちＣ大学】
ロ．間接経費（千円）
	
	直接経費②
	15％
	間接経費

	Ａ大学
	（千円）　　
	×0.15
	（千円）　　

	Ｂ大学
	（千円）　　
	×0.15
	（千円）　　

	Ｃ大学
	（千円）　　
	×0.15
	（千円）　　

	計
	（千円）※１
	×0.15
	（千円）※２


ハ．補助金申請予定額の総額（直接経費（※１）＋間接経費（※２））
	　　　　　　　千円


（２）イ．平成３０年度の申請予定経費（直接経費）

	事業規模
（補助対象経費の総額）
	内訳

	
	補助金申請額
	自己負担額

	①　　　　　　　　　　　（千円）
	②　　　　　　　　　　　　（千円）
	③＝①－②　　　　　　　（千円）


【全体】（代表校と連携校の合計）
	経費区分
	補助金
申請額
（千円）
	積算
	補助金
申請額
（千円）

	
	
	費目
	品名
	

	物品費
	○○○○
	設備備品費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	消耗品費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	人件費・謝金
	○○○○
	人件費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	謝金
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	旅費
	○○○○
	国内旅費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	外国旅費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	その他
	○○○○
	外注費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	印刷製本費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	会議費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	通信運搬費
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	光熱水料
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	その他（諸経費）
	　
	

	
	
	　
	・
	

	
	
	　
	・
	

	合計
	○○○○
	　
	　
	　


　　　　　　　↑　

②と同額
【うちＡ大学】

	経費区分
	補助金
申請額
（千円）
	積算
	補助金
申請額
（千円）

	
	
	費目
	品名
	単価（千円）
	数量
	

	物品費
	○○○○
	設備備品費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	消耗品費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	人件費・謝金
	○○○○
	人件費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	謝金
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	旅費
	○○○○
	国内旅費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	外国旅費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	その他
	○○○○
	外注費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	印刷製本費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	会議費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	通信運搬費
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	光熱水料
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	その他（諸経費）
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	
	
	　
	・
	　
	　
	

	合計
	○○○○
	　
	　
	　
	　
	


【うちＢ大学】
【うちＣ大学】
ロ．間接経費（千円）
	
	直接経費②
	15％
	間接経費

	Ａ大学
	（千円）　　
	×0.15
	（千円）　　

	Ｂ大学
	（千円）　　
	×0.15
	（千円）　　

	Ｃ大学
	（千円）　　
	×0.15
	（千円）　　

	計
	（千円）※１
	×0.15
	（千円）※２


ハ．補助金申請予定額の総額（直接経費（※１）＋間接経費（※２））
	　　　　　　　千円


（３）①事業期間全体に係る事業経費予定（直接経費）
（単位：千円）

	年度
	平成２９年度
	平成３０年度
	平成３１年度
	平成３２年度
	平成３３年度
	合計

	事業

規模
	
	
	
	
	
	

	内訳
	補助金申請額
直接経費
	
	
	
	
	
	

	
	自己

負担額
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